
別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

地区内の中心経営体で規模拡大を予定している農地所有適格法人、集落営農法人及び認定農業者への農地集積を促

進するとともに、地区内の後継者育成を図りつつ、必要に応じて地区外の新規参入者も促すこととする。

ⅱ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 ２７．０ｈａ

ⅲ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 ５．２ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 ３１．８ｈａ

①地区内の耕地面積 ３１０．９ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 １８４．０ｈａ

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 ６６．９ｈａ

（備考）

この地区内の現状として、70才以上の農業者の耕地面積は、66.9haあり、うち後継者なし及び未定が44.7haとなっ

ている。今後、地域の中心経営体が引き受ける意向の耕作面積は、31.8haなっているが、新たな担い手の確保が必

要である。

この地区では、露地栽培を中心とした農地所有適格法人、集落営農法人及び認定農業者も営農している。地区内の

後継者無についても市内平均値よりもかなり低く、後継者不足が顕著な地区である。経営規模意向調査では、現状

維持が過半数を占めているが、新規参入者については消極的である。年齢階層では70才以上が全体の40％と高齢化

と労働力不足が見込まれる。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

伊勢崎市 赤堀第三地区 令和3年3月31日 令和6年3月19日

ⅰ　うち後継者なしの農業者の耕作面積の合計 １７．７ｈａ

人・農地プラン地区懇談会を定期的に開催することで、現状の課題や今後の方針等について関係者全員が情報共有

することが可能となる。


